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平
成
25
年
度
市
民
税
・
県
民
税
の
主
な
税
制
改
正
に
つ
い
て
お
知
ら
せ
し
ま
す

　

平
成
24
年
１
月
１
日
以
後
に
締

結
し
た
保
険
契
約
等
（
以
下
「
新

契
約
」
と
い
う
）
に
係
る
控
除
額

に
つ
い
て
、
介
護
（
費
用
）
保
障

又
は
医
療
（
費
用
）
保
障
を
内
容

と
す
る
主
契
約
又
は
特
約
に
係
る

支
払
い
保
険
料
等
に
つ
い
て
介
護

医
療
保
険
料
控
除
（
適
用
限
度
額

２
万
８
千
円
）
が
設
け
ら
れ
ま
し

た
。

　

一
般
の
生
命
保
険
料
控
除
、
個

人
年
金
保
険
料
控
除
、
介
護
医
療

保
険
料
控
除
そ
れ
ぞ
れ
に
つ
い
て

適
用
限
度
額
が
２
万
８
千
円
に
な

り
、
そ
の
合
計
額
に
つ
い
て
生
命

保
険
料
控
除
と
し
て
の
適
用
限
度

額
が
７
万
円
に
な
り
ま
す
。

　

平
成
23
年
12
月
31
日
以
前
に
締

結
し
た
保
険
契
約
等
（
以
下
「
旧

契
約
」
と
い
う
）
に
つ
い
て
は
、

従
前
の
一
般
生
命
保
険
料
控
除
及

び
個
人
年
金
保
険
料
控
除
が
適
用

さ
れ
、
控
除
額
の
計
算
に
つ
い
て

も
従
前
と
同
様
に
な
り
ま
す
。

　

新
契
約
と
旧
契
約
の
両
方
が
あ

り
、
一
般
生
命
保
険
料
控
除
及
び

個
人
年
金
保
険
料
控
除
を
受
け
る

場
合
、
新
契
約
の
計
算
式
で
算
出

さ
れ
た
控
除
額
と
旧
契
約
の
計
算

式
で
算
出
さ
れ
た
控
除
額
の
合
計

額
に
つ
い
て
適
用
限
度
額
が
そ
れ

ぞ
れ
２
万
８
千
円
に
な
り
ま
す
。

※
介
護
医
療
保
険
料
控
除
も
あ
る

場
合
は
、
そ
の
控
除
額
も
合
算
の

う
え
生
命
保
険
料
控
除
の
適
用
限

度
額
が
７
万
円
と
な
り
ま
す
。

※
新
契
約
の
分
を
含
め
ず
に
旧
契

約
の
み
で
年
末
調
整
又
は
確
定
申

告
を
行
う
こ
と
も
可
能
で
す
。
そ

の
場
合
、
旧
契
約
の
計
算
方
法
が

適
用
さ
れ
ま
す
。

　

詳
し
く
は
、
左
表
を
ご
覧
く
だ

さ
い
。

★
課
税
課
☎
㉕
１
１
２
３

生
命
保
険
料
控
除
の
改
組

【変更前】

【変更後】

旧　契　約
一般生命保険料控除額　※計算式（2）

個人年金保険料控除額　※計算式（2）
控除額合計
上限7万円}

＜新契約のみの場合＞

＜旧契約のみ、又は介護医療保険料控除を追加の場合＞

＜新契約と旧契約の両方を控除にとる場合＞
新　契　約 旧　契　約

一般生命保険料控除額 ※計算式（1）  一般生命保険料控除額 ※計算式（2）

個人年金保険料控除額 ※計算式（1）  個人年金保険料控除額 ※計算式（2）

介護医療保険料控除額 ※計算式（1）

控除額合計
上限7万円}＋

＋
新・旧合計で28,000円が上限　※新契約を含めない場合35,000円が上限

新・旧合計で28,000円が上限　※新契約を含めない場合35,000円が上限

新　契　約 旧　契　約
一般生命保険料控除額　※計算式（2）

個人年金保険料控除額　※計算式（2）

介護医療保険料控除額　※計算式（1）

控除額合計
上限7万円}

新　契　約
一般生命保険料控除額　※計算式（1）

個人年金保険料控除額　※計算式（1）

介護医療保険料控除額　※計算式（1）

控除額合計
上限7万円}

＜旧契約＞
平成23年12月31日以前に締結した保険契約等に係る生命保険料控除額の計算方法

※計算式（2）
年間の支払保険料等 控　除　額

15,000円以下 支払保険料等の全額
15,000円超 40,000円以下 支払保険料等×1/2＋ 7,500円
40,000円超 70,000円以下 支払保険料等×1/4＋ 17,500円

70,000円超 35,000円

＜新契約＞
平成24年1月1日以降に締結した保険契約等に係る生命保険料控除額の計算方法
※計算式（1）

年間の支払保険料等 控　除　額
12,000円以下 支払保険料等の全額

12,000円超 32,000円以下 支払保険料等×1/2＋ 6,000円
32,000円超 56,000円以下 支払保険料等×1/4＋ 14,000円

56,000円超 28,000円
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防災行政無線自動応答サービスのご案内

平成24年12月1日号

◇◆空間放射線量・放射性物質
測定結果のお知らせ◆◇

　11月第１週分（10月27日～ 11月2日）、11月第２週
分（11月５日～９日）、11月第３週分（11月10～ 16日）
の放射性ヨウ素及び放射性セシウムは不検出でした。
★ 教育総務課☎㉕1182、子育て支援課☎㉕1128、本庄
上里学校給食センター☎㉔2621

― 市立小中学校・市立保育所の
給食等放射性物質測定結果 ―

　埼玉県では、農畜産物等の放射性物質調査を実施して
います。市内で採取したホウレンソウ・サニーレタス・
レタス・カリフラワー（判明日11月８日）、キャベツ・
ロマネスコ・原乳（判明日11月15日）の放射性セシウム
は、全て基準値を下回りました。
★農政課☎㉕１１７７

― 農畜産物の放射性物質測定結果 ―

男
子
の
部

指揮者 家田雅常（株式会社日立ハイテクノロジーズ）
１番員 直江正樹（朝日工業株式会社埼玉事業所）
２番員 佐々木惇也（株式会社日立ハイテクノロジーズ）

女
子
の
部

指揮者 齊藤美奈（埼玉グランドホテル本庄）
１番員 並木香織（埼玉グランドホテル本庄）
２番員 鶴田　維（埼玉グランドホテル本庄）

◎上位成績個人

男
子
の
部

優　勝 株式会社日立ハイテクノロジーズ（Ａチーム）
準優勝 美里町役場
第３位 朝日工業株式会社埼玉事業所

女
子
の
部

優　勝 埼玉グランドホテル本庄
準優勝 さいたまセレモニーホール本庄
第３位 本庄市役所

◎上位成績事業所

第26回自衛消防隊屋内消火栓操法大会
　10月15日、児玉郡市広域消防本部と児玉郡市防
火安全協会は、「第26回自衛消防隊屋内消火栓操法
大会」をセルディ駐車場で開催しました。
　大会には、管内の13事業所から18チーム70人が
出場し、初期消火訓練の成果と日頃の鍛錬の腕前を
競いました。

大会結果

◎個人住民税の特別徴収とは
・ 事業主（給与支払者）が所得税の源泉徴収と同じように、毎月、従業員に支払う給与から個人住民税（県民税と
市町村民税）を天引きし、納税義務者である従業員に代わって市町村に納入していただく制度です。
・ 事業主は原則、特別徴収義務者として法人・個人を問わず、全ての従業員について、個人住民税を特別徴収して
いただく必要があります。
・事業主や従業員の意思で特別徴収するかどうかを選択することはできません。
◎特別徴収の方法は
・ 毎年５月に、市町村から事業主宛てに特別徴収税額を通知しますので、その税額を６月以降、従業員の毎月の給
与から天引きしていただき、翌月10日までに、各従業員の当該年度１月１日住民登録地の市町村に納めていただ
きます。
・ 税額の計算は市町村が行います。また、年末調整もありませんので、事業主の事務的負担はそれほど大きくあり
ません。
◎特別徴収のメリットは
・ 従業員が税金を納めるために金融機関等に行く手間を省く
ことができます。
・ 普通徴収の納付が年４回であるのに対し、特別徴収は年
12回であるため、１回当たりの負担が少なくてすみます。
～給与支払者のみなさんへ～
　本庄市・児玉郡３町と本庄県税事務所では、個人住民税の
特別徴収を実施していない事業主の人を対象に、特別徴収に
よる納税への切替をお願いしています。ご理解とご協力をお
願いします。
★課税課☎㉕１１２３

　市で放送している防災行政無線は、一部の放送を除き、
放送内容を電話で確認することができます。ご利用の際
は、通話料金がかかりますのでご注意ください。

自動応答電話番号　☎㉒１３５１
※電話が込み合っているときはつながりにくい場合があります。
★自治防災課☎㉕１１８４

個人住民税の特別徴収をお願いします


